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東京圏においては，訪日外国人の鉄道利用が近年急増し，鉄道経営において重要な要素となっている．

しかしながら，現在は外国人鉄道利用者数に関係するデータは少なく，効果的な施策検討が難しい．そこ

で，本研究では複数の既存の統計を組合わせて，東京圏における観光行動実態の分析と鉄道利用者数の推

計を行った． 

主項目として，国籍別入国者数、訪日外国人の宿泊実態，平均滞在日数，東京圏への訪問率，主な訪問

地について分析した．また，１日の行動回数や機関分担率を設定し，東京圏全体における観光目的の外国

人鉄道利用者概数を推計した． 
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1.  背景・目的 

 

近年，訪日外国人の数は急増しており（図-1参照），

その数は2018年には3,000万人を超え，今後も更に増え

ていくと考えられる． 

急増する訪日外国人は東京圏の鉄道経営においても

重要な要素であり，各社は企画乗車券など外国人向け

サービスの充実を進めているが，更に重点的な施策を

行うためには路線別の「利用者数」や「国籍」などの

詳細な情報を整理する必要がある． 

 しかしながら，訪日外国人の観光実態に関しては，

日本全体又は都道府県単位における国や自治体主導の

調査があるが，東京圏全体を１エリアとして、都県別

データの重複を考慮したデータはない．このため，ま

ずは既存の調査・統計を整理し，訪日外国人の宿泊地，

訪問地・滞在日数等を分析，そして東京圏全体におけ

る鉄道利用者数の概数を推計することを目的とする． 

 なお，本研究における東京圏は，東京都・神奈川

県・千葉県・埼玉県の1都3県を示す．  

 

 

出典 JNTO資料を元に作成 

図-1 訪日外国人の推移 
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2.  調査研究手順 

 

 本調査研究は、以下の手順に従って実施する． 

 

①既存の統計・調査の内容整理 

  

②訪日外国人の旅行実態の分析 

 

③東京圏における訪日外国人の鉄道利用者数の概数の

推計 

 

④まとめと今後の課題整理 

 

3.  既存の統計・調査の整理 

 

 国土交通省等が主体的に行う調査・統計について、

内容を整理した（表-1参照）． 

本調査研究では、下記について分析を行った． 

①出入国管理統計（法務省 2017年） 

②宿泊旅行統計調査（観光庁 2017年） 

③国際航空旅客動態調査（航空局 2017年） 

④訪日外国人消費動向調査（観光庁 2017年） 

なお，②・③・④については、政策研究大学と共同

研究することで一般には公表されていない個票データ

（2017年データ）を取り寄せて分析した．  

 

表-1 既存統計・調査の整理 

名称 主な概要 

出入国 

管理統計 

出入国者数，入国目的が分かる． 

訪問地や滞在日数は把握できない． 

宿泊旅行 

統計調査 

地点・国籍別の宿泊者数が分かる． 

1施設あたりの滞在日数が分かる． 

国際航空 

旅客動態調査 

旅行目的・訪問地（選択式）・宿泊

日数・利用交通手段が分かる． 

都県間の情報が主となり，都市内移

動については把握できない． 

訪日外国人 

消費動向調査 

旅行目的・訪問地（自由記入式）・

宿泊日数が分かる． 

利用交通手段は把握できない． 

FF-DATA 

国際航空旅客動態調査と訪日外国人

消費動向調査を統合したデータ． 

移動実態は都県間流動となり、内々

の移動は把握できない． 

観光客数等 

実態調査 

観光入込客数が分かる． 

都道府県ごとに実施されており、様

式や時期が統一されていない． 

（東京都） 

国別外国人 

旅行者 

行動特性調査 

旅行目的・訪問地・宿泊日数が分か

る． 

集計区分が東京都全体となるため、

地点別の把握できない項目がある． 

4.  入国者の推移 

 

 入国者数が目的別に分かるため，出入国管理統計か

ら訪日外国人の入国者数推移と国籍別・目的別の割合

を整理した． 

 

(1) 入国者数の推移 

 2017年入国者数は，2013年と比較して約2.4倍に増加

していた．（図-2参照）国籍別では，韓国・中国をはじ

めとした東アジアおよび東南アジアからの入国が5年間

で2倍以上増加していた． 

 

(2) 目的別入国者数 

 2017年入国者における目的別割合では，観光目的の

入国者数が最も多く，約8割を占めていた．（表-2参

照） 

 

 

出典 出入国管理統計 

図-2 1都6県外国人延べ宿泊者数の地域分布 

 

表-2 目的別での入国者数（2017年） 

目的 
入国者数 

（万人/年） 

割合 

（％） 

観光 2,219 80.9 

商用 164 6.0 

文化・学術活動 2 0.1 

親族訪問 56 2.0 

その他 21 0.8 

長期滞在 281 10.3 

合計 2,743 100.0 

出典 出入国管理統計 
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5.  東京圏への訪問者数 

 

 国際航空旅客動態調査（以下 航空動態）および訪

日外国人消費動向調査（以下 消費動向）から東京圏

への訪問者数，訪問率，滞在日数，訪問地点数，主な

訪問地等を分析する．P.2の表-1記載のように，航空

動態は移動についてはほぼ都県間しか把握できないが

交通機関の利用が分かる（図-3参照）．一方，消費

動向では詳細な訪問先が分かるため，各調査に合わせ

た分析を行った（図-4参照）． 

 なお，訪日目的対象を全目的と観光目的の 2種類に

ついてそれぞれ集計する． 

 

(1) 訪問者数 

①訪問率 

 航空動態および消費動向それぞれから東京圏への訪

問率を算出した．訪問率算出にあたっては，東京圏を1

回以上訪問したサンプルを1として集計していく． 

 航空動態における訪問率は、両目的とも約41％で

ある．また、消費動向における訪問率は全目的で約

48％，観光目的で約 42％である．国籍別訪問率では、

日本全体では高い韓国が東京圏では低く、欧米は訪日

者の約 70～80％が東京を訪問していた（図-5 参照）． 

 

 

出典 国際航空旅客動態調査 

図-3 調査票（運輸総合研究所にて加筆） 

 

 

出典 訪日外国人消費動向調査 

図-4 調査票（運輸総合研究所にて加筆） 

  ②訪問者数 

 訪問率と出入国管理統計の入国者数（全目的 2,743

万人/年，観光目的 2,219万人/年）を乗じることで東京

圏訪問者数の算出ができ，全目的では約1,125～1,317万

人/年、観光目的では約910～932万人/年となった． 

 また，航空動態にて訪問地に東京圏内を回答した票

の集計により訪問者数を推計したところ，全目的で

1,300万人/年，観光目的で940万人/年であった．訪問経

路としては，成田・羽田空港経由が最も多く，次いで

他地域から新幹線で流入する場合が多かった（図-6参

照）．また，国籍別としては中国が最も多く、韓国・

台湾・香港・欧州・北米は同規模であった（図-7参照）． 

  

 

 

出典 国際航空旅客動態調査 

図-5 国籍別の東京圏訪問率 

 

 

出典 国際航空旅客動態調査 

図-6 東京圏流入経路 

 

 

出典 国際航空旅客動態調査 

図-7 東京圏への国籍別訪問者数 

全目的  計1,300万/年 

観光目的 計940万/年 

全目的(全国籍)  41％ 

観光目的(全国籍) 41％ 

全目的  計1,300万/年 

観光目的 計940万/年 
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(3) 滞在日数 

 航空動態および消費動向の各調査から，東京圏内延

べ宿泊日数の合計値を訪問者数の合計値で除して滞在

日数を算出した．航空動態における滞在日数は，全目

的で5.4日，観光目的で4.6日である（図-8参照）．また，

消費動向における滞在日数は8.3日，観光目的は4.6日で

ある．消費動向では目的別の差が大きくなった（図-9参

照）． 

 なお，日本全体の平均滞在日数は5.2日（出典 JNTO 

2017）であり，東京圏訪問者は全体平均より長く滞在

する傾向にある． また，国籍別では韓国・中国が短期

滞在傾向，東南アジア・欧米が長期滞在傾向となった． 

 

(4) 主な訪問地 

 全目的の訪日外国人により東京圏の訪問地として回

答された地点を集計した（図-10参照）．その他には主

なエリアとして，六本木・赤坂・スカイツリー・TDR

（舞浜）等が含まれている． 

 国籍別の特徴として，中国では銀座が最も多い，韓

国は新宿の割合が一層高い，欧米では赤坂・六本木の

訪問率が全体平均より高いなどの訪問地の傾向が判明

した． また，観光目的においては，箱根やTDR（舞

浜）の割合が若干上がるものの，全体的な傾向は全目

的と同様である． 

 

 

出典 国際航空旅客動態調査 

図-8 国籍別の東京圏滞在日数（航空動態） 

 

 

出典 訪日外国人消費動向調査 

図-9 国籍別の東京圏滞在日数（消費動向） 

(5) 1日の訪問箇所数 

 合計滞在日数と合計訪問箇所数から1日当たりの訪問

箇所数を計算する． 

 なお，消費動向の個票データでは，回答内容に偏っ

た傾向があり，詳細に回答するサンプル（記入例1）も

あれば，訪問地に宿泊地しか記載しないサンプル（記

入例2）もあった（図-11参照）．訪日外国人の行動と

して，少なくとも一日一か所は訪問するものと仮定し，

滞在日数より訪問箇所数が少ないサンプルについては，

集計から除いた． 1日あたりの平均訪問地点数は全目

的・観光目的ともに1.2箇所となった．  

 

 

出典 訪日外国人消費動向調査 

図-10 国籍別の東京圏訪問地（全目的） 

 

 

出典 訪日外国人消費動向調査 

図-11 調査票の記入例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全目的  5.4日 

観光目的4.6日 

全目的  5.4日 

観光目的4.6日 
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6.  地点別宿泊者数 

 

 宿泊旅行統計調査（以下 宿泊統計）から訪日外国

人の宿泊者数を分析し，地点別における外国人の宿泊

者数や外国人と日本人の割合に関する情報を整理した． 

  

(1) 東京圏を含む関東1都6県の延べ宿泊者数 

 図-12より，1都6県全体では年間約2,700万人泊の外国

人延べ宿泊者数となっており，その殆どが東京に集中

している．国籍別に確認すると東京をはじめ全体的に

中国が最も多く宿泊している．一方、群馬においては

台湾からの宿泊者が全体の約45％となった． 

 また，図-13より東京における全体宿泊者数に対する

外国人割合は33％と他地域に比べて高い．神奈川県・

千葉県は箱根や成田の影響から10～15％となった． 

 

 

出典 宿泊旅行統計調査 

図-12 1都6県外国人延べ宿泊者数 

 

(2) 東京圏の外国人延べ宿泊者数の地域分布 

 都心部に外国人が集中していることのほか、都心以

外では成田や箱根付近の利用者も多いことが分かった． 

 また，東京圏のほかに関東全体の個票が入手できた

ため、他地域の分析も行ったところ，八王子等の西東

京エリア，草津・嬬恋，日光にも訪日外国人の延べ宿

泊者数が約15～20万人泊/年となった．（図-14参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 宿泊旅行統計調査 

図-13 1都6県宿泊施設の外国人割合 

 

 

 

出典 宿泊旅行統計調査 

図-14 東京圏外国人延べ宿泊者数の地域分布 

 

  

合計 2,681万人泊/年 
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(3) 東京都心地区の延べ宿泊者数 

 東京圏を訪問する外国人の殆どが東京都内宿泊であ

ることから，都心の宿泊実態を分析した．23区内にお

ける延べ宿泊者数については，新宿駅付近が最も多く，

次に東京駅が続く順となった（図-15参照）．外国人割

合を見ると，新宿付近は外国人の割合が特に高く（図-

16参照），鉄道やバスなど交通機関の充実，外国人対

応宿泊施設や飲食店の豊富さによる影響が考えられる． 

渋谷・上野・浅草については，観光客数は多いものの

宿泊施設が少ないため延べ宿泊者数が小さくなった． 

 

7.  鉄道利用者数の概数推計 

 

訪日外国人の観光実態の分析結果から，鉄道利用者

数について，全目的・観光目的それぞれを推計した． 

 

(1) 鉄道利用者数の推計方法  

東京圏全体における鉄道利用者数の概数を推計する

ために，必要な項目を用いた計算フローを図-17に示す． 

 

 

出典 宿泊旅行統計調査 

図-15 東京都心主要駅別外国人延べ宿泊者数 

 

 

出典 宿泊旅行統計調査 

図-16東京都心主要駅別外国人割合 

  

計算フローの流れは下記となる． 

①全国インバウンド数 

 出入国管理統計による入国者数をトータルコントロ

ールとする． 

②訪問者数 

 航空動態により東京圏訪問者数を集計した場合，ま

たは航空動態および消費動向における東京圏訪問率と

入国者数を乗じることで東京圏訪問者数を算出した場

合の3ケースの訪問者数を求める．  

③延べ宿泊者数 

 航空動態および消費動向における滞在日数と訪問者

数を乗じることで，延べ宿泊者数を算出する． 

④総トリップ数 

 トリップ数については，消費動向から算出した1日の

平均訪問箇所数を用いた訪問地点トリップのほかに，1

日1回宿泊地へ戻ると仮定した「ホテル戻りトリップ」

と初日と最終日に東京圏を流入出する際の「アクセス/

イグレストリップ」も考慮するものとした（図-18参

照）． 

 延べ宿泊数に各トリップ数を乗じて滞在中の総トリ

ップ数を算出する． 

⑤鉄道利用トリップ 

 総トリップ数に鉄道分担率を乗じることで，鉄道利

用トリップを算出する． 

  

 

図-17 訪日外国人の鉄道利用者数の概数計算フロー 

 

 

図-18 訪日外国人のトリップ例について 
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 各項目の数値と統計・調査について表-3にまとめた． 

 なお，訪日外国人の東京圏内における鉄道分担率に

ついては，各統計・調査から求められなかったため，

大胆ではあるが，日本人対象調査である東京圏パーソ

ントリップ調査（平成20年）のデータを用い，私事目

的かつ自動車保有なしという極力訪日外国人と近い条

件から計算し，80％と仮定した． 

  

(2) 鉄道利用者数の推計結果 

 推計は全国籍合計値の算出を行うものとする．項目

に複数数値がある場合（訪問率・滞在日数等）はそれ

ぞれ用いて，推計結果に幅を持たした．計算した訪日

外国人の東京圏における鉄道利用トリップは、全目的

では34～58万トリップ/日，観光目的では24～25万トリ

ップ/日である（図-19参照）． 

 

 

表-3 計算フローへ用いる項目 

項目 統計・調査 
値 

全目的 観光目的 

全国インバウンド数 出入国管理統計 27.4百万人/年 22.2百万人/年 

訪問者数 国際航空旅客動態調査 13.0百万人 ― 

訪問率 
国際航空旅客動態調査 41.3％ 41.5％ 

訪日外国人消費動向調査 48.0％ 41.7％ 

平均滞在日数 
国際航空旅客動態調査 5.4日 4.6日 

訪日外国人消費動向調査 8.3日 4.6日 

1日の訪問地点数 訪日外国人消費動向調査 1.2箇所 1.2箇所 

鉄道分担率 東京圏パーソントリップ調査 80％ 

 

 

 

図-19 訪日外国人の東京圏鉄道トリップについて 
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(3) 東京圏鉄道利用者数との比較 

 推計した訪日外国人の鉄道利用者数について規模感

を確認するため，東京圏全体の鉄道利用者数に占める

割合を推計した． 

 参考値として，大都市交通センサス（1,600万トリッ

プ/日）および東京圏パーソントリップ調査（2,500万ト

リップ/日）を用いた．それぞれ比較したところ，東京

圏内鉄道利用者数の訪日外国人割合は全目的で1.4～

3.6％、観光目的で1.0～1.6％となった（表-4参照）． 

 

(4) 大都市交通センサスの山手線内利用者数との比較 

 訪日外国人の東京圏内移動については観光実態の分

析結果より，山手線内エリアに殆どが集中していると

考えられるため，大都市交通センサスにおける山手線

内利用者トリップ（650万トリップ/日）との比較を行っ

た．山手線内エリアにおける割合は全目的で約5.2～

8.9％，観光目的で約3.7～3.8％となった（表-5参照）． 

  

表-4 山手線内利用者に占める訪日外国人の割合 

目的 

外国人 

鉄道利用 

（万ﾄﾘｯﾌ゚ /日） 

対センサス割合 

“1,600万ﾄﾘｯﾌ゚ /日” 

対東京圏PT 

調査割合 

“2.500万ﾄﾘｯﾌ゚ /日” 

全目的 34～58 2.1～3.6％ 1.4～2.3％ 

観光目的 24～25 1.5～1.6％ 1.0％ 

 

表-5 山手線内利用者に占める訪日外国人の割合 

目的 
外国人鉄道利用 

（万ﾄﾘｯﾌ /゚日） 

対センサス割合 

“650万ﾄﾘｯﾌ /゚日” 

全目的 34～58 5.2～8.9％ 

観光目的 24～25 3.7～3.8％ 

 

8.  まとめと課題 

 

 以上より，本調査研究では既存の統計・調査から訪 

 

日外国人の観光実態及び鉄道利用を分析・推計した． 

 

(1) まとめ 

 訪日外国人の近年の入国者数推移，東京圏への観光

実態について，訪問者数・宿泊地等を明らかにした． 

 訪日者全体の約4割が東京圏を訪問していること，訪

問地および宿泊地として新宿に集中していることが判

明した．また，東京圏全体における外国人観光客の鉄

道利用は1日あたり24～25万トリップとの数値を得た． 

 

(2) 課題 

 既存の統計・調査では、訪日外国人の連続した行動

や利用交通機関が不明であり，推計では仮定を用いた． 

 今後はモバイル統計，GPS，アンケートなど分析方法

を検討し，鉄道利用者数の推計を精査する．  

 

（注） 

 運輸総合研究所では，森地茂政策研究大学院大学政

策研究センター所長を座長とし，学識経験者，東京圏

の大手鉄道会社（JR東日本，東急，東京メトロ，西武，

小田急，東武），国土交通省をメンバーとした研究会

を設置し，長期的な視点からの東京圏の鉄道事業のあ

り方に関し調査研究を進めている．本稿はその内容を

基に分析を行った． 
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TOURISM AND RAIL USAGE OF FOREIGN VISITORS IN TOKYO METROPOLITAN AREA 

 

Akira HOSONO, Kazuki KITTAKA, Junji ICHIMORI, Tomoyuki YOSHIZAWA,  

Tomoyo YOSHIDA,Makoto ITO, Shigeru MORICHI 

 

In Tokyo metropolitan area, foreign visitors to Japan have rapidly increased, and it is an important factor in railway manage-

ments.  However, it is difficult to examine effective measures because there are few current data regarding the number of the 

visitors use railways.  Therefore, in this study we combined several existing statistics to analyze actual tourism behaviors and es-

timated the number of the visitors use the railways. 

As main items, we analyzed the number of the visitors by each nationality, the actual situation of which area of Tokyo the 

visitors stay, average lengths of stay, the visit rate for the visitors visit the area and popular places to visit.  Also, we set the num-

ber of the visitors’ behaviors a day and transport sharing rates in order to estimate the approximate number of the visitors use the 

railways for sightseeing in the whole area. 
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